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　皆さんが納めた市税をはじめ、国や北海道から交付されたお金
がどのように使われたかをお知らせします。

令和２年度の
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決算状況について

℡問

令和２年度 決算令和２年度 決算

一　般　会　計

▼令和２年度一般会計は、収入と支出との差引額がプラス
２億 9,207 万円の黒字決算となりました。

【 支　　　　出 】　　　169 億 4,140 万円

①民　生　費

②衛　生　費

③労働・商工費

④農林水産業費

⑤土　木　費

⑥教　育　費

⑦公　債　費

⑧職員給与費

⑨そ　の　他

37 億 7,548 万円

19 億 5,921 万円

４億 1,841 万円

2 億 4,716 万円

20 億 8,137 万円

12 億 8,748 万円

12 億 4,814 万円

14 億 8,769 万円

44 億 3,646 万円

（子育て支援や障がい者福祉、生活保護など）

（市立病院への繰出金や健診、予防接種、ごみ処理など）

（勤労者福祉対策や観光振興、地域経済対策など）

（農林水産業支援など）

（道路の整備や公園・市営住宅の管理など）

（小・中学校の運営やスポーツ・芸術文化振興など）

（借入金の返済金）

（市職員の給与や退職手当など）

（総務費や消防費、議会費、災害復旧費など）

①市　　　税

②地方交付税

③国庫支出金

④市　　　債

⑤使用料および手数料

⑥地方譲与税・交付金

⑦そ　の　他

22 億 3,492 万円

52 億 8,728 万円

45 億 6,988 万円

15 億 3,316 万円

3 億 7,105 万円

6 億 7,801 万円

25 億 5,917 万円

（市民税や固定資産税など）

（市の財政力に応じて国から交付）

（国からの負担金や補助金）

（市の借入金）

（市が所有する公共施設の使用料など）

（国税に対して一定の割合で国から譲与）

（繰越金や基金繰入金、道支出金など）

【 収　　　　入 】　　　172 億 3,347 万円

収　入

地方譲与税・交付金地方譲与税・交付金
　3.8%　3.8%
⑥⑥

市税市税
13.0%13.0%

①①

地方交付税地方交付税
30.7%30.7%

②②

国庫支出金国庫支出金
　 26.5%　 26.5%

③③

市債市債
8.9%8.9%

④④

使用料使用料
およびおよび
手数料手数料
2.2%2.2%

⑤⑤ その他その他
14.9%14.9%

⑦⑦

特　別　会　計

企　業　会　計

収 入 支 出 差 引 額

企 業 会 計
水 道 事 業
病 院 事 業
合 計

流 動 資 産 流 動 負 債 差 引 額
3 億 4,286 万円

14 億 1,428 万円
17 億 5,714 万円

1 億 0,602 万円
10 億 8,971 万円
11 億 9,573 万円

2 億 3,684 万円
3 億 2,457 万円
5 億 6,141 万円

＋
＋
＋

▼市では、健全で持続可能な財政運営を進めるため、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
に基づき、健全化判断比率および資金不足比率を算定しています。令和２年度の財政状況は、い
ずれの比率でも国の基準を下回っています。

財政規模（税収入額に交付税などを加えた額）に対する一般会計の実質赤字額の比率
財政規模に対する会計全体の実質赤字額の比率
財政規模に対する一般会計で負担する地方債などの返済金の比率
財政規模に対する将来負担する実質的な負債残高の比率

【   】
【   】
【   】
【   】

実 質 赤 字 比 率 
連結実質赤字比率 
実 質 公 債 費 比 率 
将 来 負 担 比 率

●健全化判断比率（％） ●資金不足比率（％）

指 標 名

実 質 赤 字 比 率 

連結実質赤字比率 

実 質 公 債 費 比 率 

将 来 負 担 比 率

令和２年度
市の財政状況

実質赤字額なし 

実質赤字額なし 

12.5

56.3

国の基準値
早期健全化（財政再生） 対象公営企業会計

港 湾 事 業

下 水 道 事 業 

水 道 事 業 

病 院 事 業

令和２年度
資金不足状況

－ 

－ 

－

－

国の基準値
経営健全化

20.0

20.0

20.0

20.0

※国が定めた各比率の基準値を一つでも上回った場合は、財政の健全化を図る必要があります。

留萌市　財務課 検　　索

財政に関する資料は、市ホームページ（https://www.e-rumoi.jp/）をご覧ください。

　令和２年度決算は、新型コロナウイルス感染症の対策として、特別定額給付金の給付や感染
症予防対策、地域経済対策、医療体制整備などに国や道の交付金を活用して取り組んだことで、
一般会計では前年度比約 35億円の支出の増額、病院事業では資金不足が解消となりました。

◎

特 別 会 計
国 民 健 康 保 険 事 業
後期高齢者医療事業
介 護 保 険 事 業
港 湾 事 業
下 水 道 事 業
合 計

20 億 8,013 万円
3 億 7,306 万円

22 億 9,532 万円
1 億 8,158 万円

16 億 4,412 万円
65 億 7,421 万円

20 億 4,519 万円
3 億 7,212 万円

22 億 3,437 万円
1 億 8,158 万円

16 億 2,962 万円
64 億 6,288 万円

3,494 万円
94 万円

6,095 万円
0 万円

1,450 万円
1 億 1,133 万円

＋
＋
＋
±
＋
＋

13.85

18.85
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350.0
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－

　今後も、ワクチン接種をはじめとする感染対策や、地域経済対策を適切に実施しながら、健
全で持続可能な財政運営に努めていきます。

健全化判断比率および資金不足比率健全化判断比率および資金不足比率

支　出

民生費民生費
22.3%22.3%

①①

衛生費衛生費
11.6%11.6%

②②

その他その他
26.2%26.2%

⑨　⑨　

公債費 7.4%公債費 7.4%⑦⑦

教育費 7.6%教育費 7.6%⑥⑥

土木費土木費
12.3%12.3%

⑤⑤

労働・商工費労働・商工費
2.4%2.4%

③③

農林水産業費農林水産業費
　1.4%　1.4%
④④

職員給与費 8.8%職員給与費 8.8%⑧⑧


